
東京港埠頭株式会社  

求職者等に対するセクシュアルハラスメント防止基本方針 

 

 

東京港埠頭株式会社（以下「当社」という。）は、採用活動その他の職業選択に資する活

動に参加するすべての求職者等の人格と尊厳を尊重し、安心して活動できる環境を確保し

ます。 

求職者等に対するセクシュアルハラスメントは、個人の尊厳を傷つける許されない行為

であり、当社への信頼を損なう重大な問題です。 

当社は、求職者等に対するセクシュアルハラスメントを一切容認せず、以下のとおり防止

及び適切な対応に取り組みます。 

 

１ 目的 

この指針は、当社の採用活動その他の職業選択に資する活動において、求職者等に対

するセクシュアルハラスメントを防止し、相談があった場合の適切な対応に関する事項

を定めることを目的とします。  

 

２ 対象となる求職者等及び求職活動等 

（１）求職者等 

本指針における「求職者等」とは、次に掲げる者をいいます。 

① 当社の求人に応募する者 

② 当社が実施する採用活動その他労働者の採用に資する活動に参加する者 

（２）求職活動等 

本指針における「求職活動等」とは、次に掲げる活動をいいます。 

① 採用面接 

② 会社説明会 

③ 内定者面談、内定式その他採用内定者を対象とした行事 

④ インターンシップ 

⑤ ワークショップ 

⑥ OB・OG 訪問その他従業員との面談 

⑦ SNS、電子メール、Web 会議システム等を利用したオンライン上での活動 

 

３ 求職者等に対するセクシュアルハラスメントの定義 

求職者等に対するセクシュアルハラスメントとは、当社の役員及び従業員（正社員、準

社員、契約社員、臨時社員及び派遣労働者を含む。）による性的な言動によって、求職者

等が精神的苦痛を受け、求職活動等が阻害されることをいいます。 

 



具体例として、次のような行為が該当します。 

① 性的な冗談、からかい、質問その他不快感を与える発言 

② 容姿、身体的特徴、恋愛経験、結婚予定等について執拗に尋ねる行為 

③ 性的な内容を含む SNS メッセージ、電子メール等の送信 

④ 不必要な身体接触 

⑤ 食事や私的な交際を繰り返し求める行為 

⑥ 性的関係を求める行為 

⑦ その他、求職者等の人格を傷つけ、求職活動等に支障を生じさせる性的な言動 

なお、本指針は同性に対する行為も対象とし、被害を受ける者の性的指向又はジェン

ダーアイデンティティにかかわらず適用します。 

 

４ セクシュアルハラスメントの禁止 

当社の役員及び従業員は、求職者等に対するセクシュアルハラスメントを行ってはな

りません。また、他者による当該行為を助長し、加担し、又は黙認する行為も禁止します。 

求職者等に対するセクシュアルハラスメントを行った場合は、就業規則その他の社内

規程に基づき厳正に対処します。 

 

５ 求職活動等に関するルール 

求職者等との面談等を実施する場合は、次の事項を遵守します。 

① 面談等は原則として業務上必要な目的及び内容に限ること。 

② 面談日時及び場所は、あらかじめ明確に定めること。 

③ 面談等は可能な限り会社施設内又はオンライン環境で実施すること。やむを得ず 

社外で実施する場合は、業務上の必要性が認められる場所を選定すること。 

④ 求職者等との連絡は会社が指定する連絡手段を使用すること。 

⑤ 面接、説明会等において知り得た個人情報を私的目的で利用しないこと。 

 

６ 相談窓口の設置と対応 

求職者等に対するセクシュアルハラスメントに関する相談窓口を設置し、相談に適切

に対応します。なお、セクシュアルハラスメントが現に発生した場合に限らず、そのおそ

れがある場合や、該当するか判断に迷う場合についても相談することができます。 

① 求職者等は、メール、電話その他適切な方法により相談することができます。 

② 相談窓口は、相談者の立場に配慮し、適切かつ誠実に対応します。 

③ 相談内容は守秘義務に基づき厳重に管理します。 

④ 相談を受けた場合は、速やかに事実関係の確認を行います。 

⑤ 必要に応じて、相談者、関係者及び行為者に対して事情聴取を実施します。 

⑥ 事実確認後は、被害者への配慮のための措置及び行為者への適切な措置を講じま 

す。 



⑦ 再発防止のため必要な措置を講じます。 

求職者等に対するセクシュアルハラスメントに関する相談窓口 

東京港埠頭株式会社 総務部総務課（総務課長又は総務課が指定する担当者） 

電話番号：03-3599-7303 

メールアドレス：saiyo@tptc.co.jp 

 

７ プライバシー保護及び不利益取扱いの禁止 

相談者及び関係者のプライバシーを保護するため、相談内容及び調査により知り得た

情報は適切に管理します。また、相談対応及び調査に従事した者は、職務上知り得た情報

を正当な理由なく第三者に開示してはなりません。 

相談したこと、事実関係の確認に協力したことその他本指針に基づく対応に関与した

ことを理由として、不利益な取扱いを行いません。 

 

８ 啓発活動 

当社は、求職者等に対するセクシュアルハラスメントの防止を図るため、役員及び従

業員に対し必要な啓発活動を実施します。 

性別役割分担意識に基づく言動がセクシュアルハラスメントの発生要因となり得るこ

とについても、理解促進及び意識啓発に努めます。 

また、本指針を社内及び求職者等に周知し、適切な採用活動の推進に努めます。 

 

９ 求職活動等におけるその他のハラスメントへの対応 

当社は、求職活動等において、セクシュアルハラスメントに類する行為に加え、優越

的な立場又は職務上の影響力を背景として行われる人格又は尊厳を侵害する言動その他

のパワーハラスメントに類する行為、妊娠、出産等に関するハラスメントに類する行為

及び育児休業その他の育児に関する制度利用等に関するハラスメントに類する行為につ

いても、その防止に努めます。 

当社の役員及び従業員は、求職者等に対し、その人格及び尊厳を尊重し、これらの行

為を行わないよう十分留意しなければなりません。 

当社は、求職者等からこれらの行為に関する相談を受けた場合には、その内容に応じ

て本指針に定める相談対応手続を準用し、必要な調査、事実確認及び適切な対応に努め

ます。 

 

 

附 則（令和８年１０月１日 ８総総第 236 号） 

この方針は、令和８年１０月１日から適用する。 


